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平成 2４年度税制改正に関する要望について 

 

 

平 素 は 国 立 大 学 の 発 展 の た め 、格 別 の 御 協 力 を 賜 り 、誠 に あ り が と う

ご ざ い ま す 。  

国立大学の教育・研究機能の一層の発展、充実のため、下記要望について、

格段のご 配 慮 を 賜 る よ う お 願 い 申 し 上 げ ま す 。  

 

 

記 

 

○ 年末調整における所得控除手続きの改善 

○ 所得控除・税額控除選択制度 

 

写 



国立大学協会 
 

年末調整における所得控除手続きの改善 

 

 

○ 税目 

 

国税（所得税） 

 

 

○ 要望詳細 

 

源泉徴収義務者が行う年末調整において、寄附金の所得控除を可能とすること。

これにより、手続きの簡素化を図る。 

 

 

○ 要望理由 

 

教育研究活動等の充実のため、寄附金収入等の多様な財源の確保を図ること

により、財政基盤を強化することが喫緊の課題となっている。このことから、個人か

らの寄附を促進するための寄附税制を拡充する必要がある。 

現在、給与所得者が寄附をして所得控除を受ける場合には、確定申告しなけれ

ばならないため、手続きの煩雑さなども加わって、結果として寄附するという習慣が

普及しない一因となっている。 

このようなことから、年末調整において寄附金の所得控除を可能にすることによ

り、給与所得者等個人寄附者の利便性の拡大を図るとともに、寄附者の税務上の

負担軽減を図ることにより、少額寄附者を着実に拡大し、我が国の寄附文化の醸

成に寄与する。 

 

 

○ 期待される効果 

 

税務署への確定申告が不要となり、手続きが簡素化されることから、大学の教

職員等給与所得者からの寄附の増加が期待できる。諸外国のように寄附文化が

根付いていない我が国では、寄附税制に係る手続きの簡素化を通じて寄附意思を

有する潜在的寄附者の増加が期待できる。 

 

 

 

 



国立大学協会 
 

所得控除・税額控除選択制度 

 

 

○ 税目 

 

国税（所得税） 

 

 

○ 要望詳細 

 

学校法人等に寄附をした場合の所得控除と税額控除の選択制を、国立大学法

人についても適用すること。これにより、寄附者の利得性を高める。 

 

 

○ 要望理由 

 

一般的に、所得控除は高額所得者ほど減税効果が大きく、大口寄附金の促進

に寄与する制度であるとされている。一方、税額控除は低所得者ほど減税効果が

大きく、少額寄附金の促進に寄与する制度であるとされている。 

これを踏まえ、平成 23 年 6 月 22 日成立の「現下の厳しい経済状況及び雇用情

勢に対応して税制の整備を図るための所得税法等の一部を改正する法律」により、

学校法人・NPO 法人等への寄附については所得控除と税額控除との選択制が導

入され、寄附者が実質的負担の低い控除方式を選択することが可能となった。 

国立大学法人についても、寄附者の利得性増進が見込まれる選択制を導入す

ることにより、少額寄附者を着実に拡大し、我が国の寄附文化の醸成に寄与する。 

 

 

○ 期待される効果 

 

個人が寄附する際に、所得控除と税額控除の選択が可能となることによって、

寄附し易い環境となり、寄附意思を有する潜在的寄附者の増加が期待できる。 

 

  

 

 



国立大学法人における個人からの寄附について

平成２１年度国立大学法人に対する寄附金の実態調査
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１０万円超～

約８割の方が

５万円以下の寄附

社団法人 国立大学協会

２千円以下

５千円超～

１万円

●寄附しやすい環境の充実や寄附文化の醸成を図るため、

寄附金控除を年末調整の対象とすることにより、確定申告に係る

寄附者の負担軽減（手続きの時間、交通費や郵便代が不要）を

行う必要がある。

【参考】（東京大学によるアンケート調査）

寄附金控除が年末調整になることにより、寄附意志を後押しすることになる

という回答が３２％あった。
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年末調整の必要性

国立大学への寄附件数は、５万円以下の小口の寄附が圧倒的に多い。
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